
Ⅳ基本目標評価シート【令和6年度（令和7年度調査結果）】
H30

(現状値)
R2 R3 R4 R5 R6

R6
(目標値)

2 10人 △15人 △36人 122人 △51人 △59人 0人

※2 出典：住民基本台帳人口移動報告（総務省）
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及び担当

課

H30
(現状値)

R2 R3 R4 R5 R6
R6

(目標値)
施策の取組とＫＰＩの分析・評価

施策の具体的方策
（解決すべき問題への方策、成果をさらに伸

ばす方策）
担当課

あさくち住マイルロード促進事
業奨励金の活用で造成された宅
地区画数

（累計） 46区画 46区画 78区画 104区画 104区画 104区画 66区画

ＫＰＩ：Ｒ６目標の６６区画は達成。
分析：奨励金交付年度にばらつきがあり、
本奨励金の交付要件を満たすことが難しい
と推察される。
経緯：活用実績が少ないこと、全額市費で
あり財政運営上厳しいこと、本奨励金を活
用しない宅地開発が堅調であることから、
Ｒ５年度末に制度が廃止された。

国費活用など財政負担の軽減やより効果
的・効率的な奨励金について、検討が必要
である。
また、立地適正化計画（コンパクト・防
災）の考慮も必要であり、現時点で奨励金
を創設することは得策ではない。

まちづくり課

移住・定住ポータルサイトのア
クセス数

（月平均） 280件 308件 306件 382件 219件 195件 350件

情報の更新や移住フェアへの出展周知、バ
ナーの変更等を実施したが、コロナ禍が明
けてアクセス数が減少した。逆に岡山県が
主催する東京・大阪での移住フェアは来場
者数は増加（回復）傾向にある。移住を漠
然と検討する人にとっては中国地方や岡山
県など、広範囲なエリアを検索の入口にす
ることが多く、市のポータルサイトへたど
り着く方は少数と見込まれる。

岡山県や近隣自治体と連携をしつつ、都市
住民に対して現地で浅口市に関心を持って
もらえるような取組を１件１件積み上げて
関心を獲得していく必要がある。
また、掲載情報のアップデートだけではな
く、内容の充実を行うにあたり費用対効果
の面も含め検討し、サイトへの誘導経路も
随時見直す等、アクセス数増加を目指す。

地域創造課

空き家情報バンク登録物件数 （累計） 63件 103件 112件 123件 137件 147件 150件

ＫＰＩ：Ｒ６目標の150件は未達成。
分析：抹消件数14件を加味した場合、目標
を達成している。
行政・不動産・買手・売手等に非常に有益
なシステムである。
経緯：空き家の売却・賃貸を希望する相談
者に対し、制度の説明を行ったうえ、申請
登録を行っている。
例年10件前後の登録件数があり、令和6年
度も10件と堅調に推移している。

空き家実態調査の結果、状態の良い空き家
が急増しており、空き家の未然防止や利活
用を図るため、死亡届提出時に案内チラシ
の窓口配布を引続き実施する等、制度の周
知を図る。

まちづくり課

就職相談（面接）会開催回数 （年間） 4回 2回 4回 5回 4回 4回 4回

高梁川流域事業により2回、あさくち就職
フェア及び高校生就職ガイダンスいかさを
各1回実施し就職相談等を行った。各事業
チラシ・ポスター等により周知した。

引き続き、各事業により就職相談等を行
い、就職支援を行う必要がある。

市民課

② 移動手段の確保 浅口ふれあい号の利用者数 （年間） 30,239人 27,928人 28,150人 30,990人 29,708人 27,684人 35,000人

平成３１年１月から運行日を週２日から３
日運行に増便し、適宜ルートの見直しを実
施したが、翌令和２年度のコロナ禍により
大きく利用者が減少した。その後持ち直し
の傾向が見られたが、令和６年度はコロナ
禍の令和２年度を下回った。特に寄島西線
が大きく利用者数を下げている。バス停毎
の内訳として、池の平団地利用者が大きく
減少し、それ以外の沿線バス停利用者もそ
れぞれ減少傾向にある。寄島西線以外の路
線については、ほぼ横ばいである。

高齢者層の利用が９０％を超えるため分か
りやすい時刻表の作成と配付による需要喚
起、バス停シートの張替えによる見える
化、運行ルートの見直し等による新規利用
者の獲得を行い利用者増を目指す。

地域創造課

(1
)

移住・定
住の促進

①
I・J・Uターンに向け
た住まいの確保・情
報提供の拡充

市民が「住みよさ」を実感できるまちづくりを進めるとともに、まちへの誇りを持てる学習活動を推進し、雇用の確保と併せて市民の転出を抑制し、浅口市出身者の還流を図ります。

住環境・子育て環境の整備による移住・定住促進策を展開し、浅口市が持つ数々の強みと合わせた総合力で転入を促進し、近隣都市に就業している若い世代に選ばれるまちをめざします。

観光資源の発掘・ブラッシュアップや民間事業者との連携・融合、近隣との周遊性の向上を図るとともに、大都市圏への戦略的PRを実施し、更なる交流・関係人口の増加を図ります。

施策の枠組み 具体的な施策 KPI（重要業績評価指標）

基本目標 数値目標

浅口市への新しいひとの流れをつくる 移動数（転入－転出）※2

施策の基本的方向

資料７-２



外部講師と連携した授業及び活
動の回数

（年間） 2回 9回 7回 8回 6回 3回 3回

小中学校の理科担当教員が集まって、天文
教育を中心とした理科教育についての浅口
市立小・中学校理科教育担当者会（キラ理
科）を3回実施した。1回目は天文博物館に
おいて、研修と今後の計画を実施した。2
～3回目は、市内小中学校での天文に関わ
る研究授業を実施した。

これまでは、各小学校に専科教員として、
理科を担当する教員が配置されていたが、
加配教員の制度変更により、専科教員の担
当教科が理科以外の教科となる小学校が増
えたために、浅口市立小・中学校理科教育
担当者会をR6年度で終了する。各学校は、
R７年度以降も天文博物館と連携した取組
（年に1回）を続けるので、今後は、その
授業（活動）を目標値として設定する。

学校教育課

学校給食での特産品等に関する
指導回数

（年間） 2回 3回 4回 1回 4回 4回 2回

給食で使用する地元産の食材を１品取り上
げて紹介する資料を作成し、学校に配付し
た。学校での食育指導や、栄養教諭や管理
栄養士が給食時指導を行う際に使用してい
る。令和６年度は４回実施し、目標を達成
できた。

取り上げる食材の選定や紹介する内容を、
児童生徒に地元の食材により興味を持って
もらえるように工夫し、食材の背景を知
り、しっかり食べることに繋がるようにす
る。

学校給食
センター

学校運営協議会の回数 （年間） 5回 5回 5回 5回 5回 5回 5回

金光地区では金光小中学校全体で、鴨方地
区はでは各小中学校にて、寄島町は寄島小
中学校（園を含む）でそれぞれ計画してい
た5回の学校運営協議会を開催することが
できた。それぞれの学校で地域の方を学校
運営協議会委員に委嘱し、地域と共に子ど
もたちを育てる体制が整ってきた。

岡山大学　高瀬淳教授、熊谷慎之輔教授、
梶井一暁教授に協力に引き続き協力しても
らうように、３名を浅口市立小中学校の学
校運営協議会アドバイザーに委嘱する。

学校教育課

子ども農山漁村交流事業の連携
事業数

（累計） 0件 0件 0件 1件 1件 1件 5件

国のモデル事業終了後、費用全額を参加者
負担としたことで需要が見込めず、連携先
の確保が困難になった点が挙げられる。ま
た、市単独での旅行商品造成に限界があ
り、民間事業者との連携や販売体制が構築
できなかったことも未達の要因である。こ
れらを踏まえ、今後は事業の仕組みや関係
構築の在り方自体の見直しが求められる。

モデル事業を参考に民間による旅行商品化
を促進し、自走化を目指す必要がある。マ
リンスポーツなど地域資源の魅力を活か
し、広域観光の一部として組み込む形での
展開が望まれる。そのために、旅行事業者
との連携支援や情報提供を行い、継続可能
な仕組みの構築を図る。

秘書政策課

特別区全国連携プロジェクトに
関する情報発信回数

（年間） 0回 2回 2回 2回 1回 1回 10回

江戸川区との連携を通じた活動に限定さ
れ、目標回数には届かなかった。「特別区
全国連携プロジェクト」自体の活動が近年
停滞しており、他自治体の情報発信の機会
も減少している。連携先の拡大が進まない
中で、実質的には江戸川区との関係に依存
しており、他の区との新規連携が進んでい
ない現状もKPI未達の一因である。ただ
し、江戸川区との交流は継続的な実績があ
り、都内での知名度向上に一定の効果が見
られる点は評価できる。

広域的な「特別区全国連携プロジェクト」
全体に依存するのではなく、江戸川区との
個別連携に重点を置いた展開が現実的であ
る。特に、子ども交流事業からの縁を活か
し、継続的な参加が可能なイベントでの発
信強化を図るべきである。販売品目につい
ても、牡蠣や日本酒に加え、手延べ麺など
地域資源を拡充し、発信内容の幅を広げる
ことが望ましい。限られた機会を最大限に
活かすため、発信手法の見直しと素材の多
様化を図る必要がある。

秘書政策課

天文博物館入館者数 （年間） 24,000人 10,225人 8,533人 12,667人 11,916人 13,264人 25,000人

昨年に比べて、来館者は増加した。特に近
年、小学校低学年や幼児連れの来館者が増
えていることから、小さな子どもでも楽し
める幼児向けプラネタリウムやイベント等
を意識して開催したところ、多くの参加者
があった。

小学校低学年および幼児向けのイベントは
引き続き内容を検討していく。また令和７
年度から国立天文台188cm望遠鏡の利用が
再開することから、天文ファンや天文に興
味がある層をターゲットにした観望会や見
学会などのイベントを充実させていく。

ひとづくり
推進課

広域連携観光事業数 （年間） 7事業 7事業 10事業 10事業 10事業 10事業 9事業

広域連携観光事業数目標９事業に対し10事
業を実施した。複数の広域連携先がある
が、観光資源には規模や知名度の差がある
ため、浅口市の交流人口を増やすためには
工夫が必要である。

観光資源のPEや広域連携のためには民間事
業者の協力が不可欠である。市観光協会に
加入している民間事業者と連携を強化し、
広域連携のイベント等に参加していく。

産業振興課

(1
)

移住・定
住の促進

(2)
観光の振
興と交流
の拡大

①
観光・集客資源の創
出・整備

③
「ふるさと」に対す
る誇りを高める教育
の推進

④
東京一極集中是正に
向けた取り組み

主
な
取
組
一
覧
を
参
照
し
て
く
だ
さ
い



国立天文台観光利用回数 （年間） 2回 5回 4回 3回 0回 0回 10回

188cmドームが工事中だったため、観望会
等は実施できなかった。特別企画として、
「あさくち天文台フェスタ」では工事中の
ドーム近辺の見学や、新しいドームスリッ
トの一部にメッセージを記入するイベント
を開催することができた。

令和７年度にはドーム修理が完了し望遠鏡
の利用が再開することから、観望会や見学
会等の事業も再開し、「天文のまちあさく
ち」を発信していく。

ひとづくり
推進課

②
観光商品の創造・販
売

あさくち土産開発品数 （累計） 4個 6個 7個 10個 11回 11個 10個

これまで開発された「天文のまち　あさく
ち」のイメージの土産品は11個であり目標
を達成している。しかし、市内でさまざま
な土産品を購入できる店舗は限られてお
り、取扱い店を増加させる必要がある。

開発された商品の取扱店の増加を目指す。
また。開発された商品を観光協会HPやイン
スタグラム等でPRしていく。

産業振興課

催事等におけるマルチメディア
を活用した観光ＰＲ回数

（年間） 22回 101回 169回 213回 194回 218回 30回

目標指標を大きく超えて達成しており、HP
やSNSを活用した観光PRに力をいれて行っ
ている。ただし、市が所有しているPR動画
は制作から時間が経っており時代にあった
ものではないことが課題である。

近年、観光情報を得る手段にSNSを利用す
る人が増えている。今後もSNSでの情報発
信により力を入れる。

産業振興課

ふるさと寄附金件数 （年間） 2,016件 6,022件 6,347件 6,379件 4,749件 7,275件 3,000件

寄附件数及び寄附額を拡大させるために新
規返礼品の追加及び事業者の開拓、寄附
ポータルサイトでのSEO対策を実施し、寄
附額が昨年度比1.67倍となった。

当市は共通返礼品の寄附割合が多いため、
市内独自の返礼品をより推進することで市
の独自性(ブランド力)を生み、安定した寄
附の獲得を図る。

地域創造課

旅行事業者等との商談数 （年間） 40社 8社 5社 8社 2社 8社 50社

観光商談会に参加している年もあるが、コ
ロナ禍以降商談会の機会が減少しているこ
ともあり、目標達成に至らなかった。ま
た、当市の観光素材だけでは集客力が弱
く、旅行商品化が難しいことが課題であ
る。

商談をしたことがある旅行事業者には情報
提供を続ける。また、当市の観光素材だけ
では集客力が弱く、観光事業者からの興味
を引くのが難しい。観光コンテンツの造
成・磨き上げのほか、近隣市町と連携し広
域でPRするなどの取組を行っていく。

産業振興課

観光パンフレット配布部数 （年間） ― 3,000部 3,000部 3,000部 3,000部 4,000部 4,000部

観光協会会員店舗等や市外で開催されるイ
ベント等で観光パンフレットを配布するこ
とで、目標部数のパンフレットを配布し
た。市の知名度向上等のため情報発信を行
うことができた。

観光パンフレット設置に加えて、市内事業
者が簡単な案内等ができる体制を作り、自
治体のおもてなし力向上を図る。市観光協
会会員募集に力を入れることで、市内の観
光PRに協力してくれる事業者を増やす。

産業振興課

都市部での出展イベント数 （累計） 1件 2件 3件 3件 4件 5件 10件

都市部で開催されるイベントに参加し、特
産品の販売やワークショップの実施、観光
パンフレットの配布等を行った。参加イベ
ント数はコロナ禍に落ち込んでいたが、そ
の後着実に数を延ばしている。

都市部でのイベントに参加すると、他にも
たくさんの地域が出店している。その中で
は、他地域の魅力的な観光素材に、当市の
観光情報が埋もれてしまうことが課題であ
る。また、都市部でのPRが特産品の売上に
どの程度寄与しているのかなどの効果の測
定方法を検討する。

産業振興課

④
市民のおもてなし体
制の整備

浅口よいとこ応援隊員数 （累計） 12人 12人 12人 13人 13人 13人 14人

浅口よいとこ応援隊の活動実績がなく、隊
員数はほぼ横ばいとなっている。また、隊
員間の連携や知識の向上、意識の共有など
入隊後のフォローアップが十分ではない。

長年活動していない隊員が多いため、現会
員への意思確認や組織の再構築などを行
う。

産業振興課

(2)
観光の振
興と交流
の拡大

①
観光・集客資源の創
出・整備

③
交流・関係人口拡大
に向けた情報発信


